○沖縄市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱
	(平成27年12月28日決裁)


	

	


	


(趣旨)

第1条　この要綱は、介護保険法（平成9年法律第１２３号。以下「法」という。）第115条の４５第1項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に関し、法及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
(事業の目的)

第2条　本事業は、市が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的とする。
(定義)

第3条　この要綱における用語は、この要綱において定めるもののほか、法、省令及び介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成27年厚生労働省告示第196号）及び地域支援事業実施要綱（平成18年6月9日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について（以下「通知」という。）」からなる。
(事業内容)

第4条　本事業は、要支援者等に対して必要な支援を行う法第115条の４５第1項第1号に規定する第1号事業（以下「第1号事業」という。）と、第1号被保険者に対する介護予防事業を行う方第115条の４５第1項第2号に規定する事業（以下「一般介護予防事業」という。）からなる。
(1)　第1号事業は、次に掲げる事業から構成される。
ア　訪問型サービス（法第115条の４５第1項第1号イに規定する事業をいう。以下同じ。）
イ　通所型サービス（法第115条の４５第1項第1号ロに規定する事業をいう。以下同じ。）
ウ　その他の生活支援サービス（法第115条の４５第1項第1号ハに規定する事業をいう。以下同じ。）
エ　介護予防ケアマネジメント（法第115条の４５第1項第1号ニに規定する事業をいう。以下同じ。）
(2)　一般介護予防事業は、次に掲げる事業から構成される。
ア　介護予防把握事業
イ　介護予防普及啓発事業
ウ　地域介護予防活動支援事業
エ　地域リハビリテーション活用支援事業
オ　一般介護予防事業評価事業
(総合事業の対象者)

第5条　この要綱において事業対象者とは、次の各号のいずれかに該当する被保険者（法第115条の４５第1項に規定する被保険者をいう。以下同じ。）とする。
(1)　居宅要支援被保険者
(2)　平成27年厚生労働省告示第１９７号に定める基本チェックリスト（以下「基本チェックリスト」という。）（様式第１）の質問項目に対する回答の結果（様式第２）に掲げるいずれかの基準に該当する第1号被保険者
2　この要綱において一般介護予防事業の対象者とは、全ての第1号被保険者及びその支援のための活動に関わる者とする。
(事業利用の方針)

第6条　市は、その業務において可能な限り地域の高齢者の状況把握に努め、支援を必要とする高齢者については、適切な医療、介護、生活支援、予防等のサービスにつなげることとする。
2　市は、介護予防に関するサービスの利用相談を受け付けた際には、介護予防・生活支援サービス事業、要介護認定等の申請、一般介護予防事業等について説明を行うものとする。この場合において、介護予防・生活支援サービス事業については、その目的や内容、メニュー、手続等について、十分説明を行うとともに、つぎに掲げる事項について、説明を行うものとする。
(1)　介護予防・生活支援サービス事業による訪問介護・通所介護サービスのみ利用する場合は、要介護認定等を省略して基本チェックリストを用いて事業対象者の要件を確認することにより、迅速な介護予防・生活支援サービスの利用が可能であること。
(2)　事業対象者となった後または介護予防・生活支援サービス事業の利用の開始後においても、必要なときは要介護認定等の申請が可能であること。
(事業対象者要件の確認等)

第7条　第１号事業を受けようとする者は、市に沖縄市介護予防・生活支援サービス事業利用申請書（様式第3）及び基本チェックリスト並びに在宅福祉等事業同意書（様式第４）を提出するものとする。
2　第５条1項第２号に規定する基本チェックリストによる事業対象者の要件の確認は、原則、本人との面接にて行う。ただし、本人が入院中である、相談窓口が遠い、外出に支障がある等の場合は、電話または家族の来所による相談等に基づき、本人の状況及び相談の目的等を聞き取るものとする。
3　基本チェックリストの提出についは、居宅介護支援事業所等の代行により行うことができる。この場合においては、前項ただし書の規定を準用する。
4　基本チェックリストの実施結果により事業対象者に該当した者が、介護予防ケアマネジメントを受けることを希望する場合は、介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更・終了）届出書（様式第５）を市長に提出する。
(被保険者証の発行)

第8条　市長は、前条第4項の規定により、届出書の提出があったとき、当該事業対象者を受給台帳に登録し、被保険者証を発行するものとする。
(介護予防ケアマネジメントの実施)

第9条　介護予防ケアマネジメントの実施手順等については、別に定めるところによる。
(第１号事業の実施方法)

第10条　市長は、第1号事業について、市が直接実施するもののほか、次の各号に掲げる方法により実施できるものとする。
(1)　法第115条の45の3第1項の規定に基づく指定事業者による実施
(2)　法第115条の47第4項の規定に基づく施行規則第140条の69の規定に適合する者に対する委託による実施
(3)　施行規則第140条の62の3第1項第２号の規定に基づく補助
(一般介護予防事業の実施方法)

第11条　市長は、一般介護予防事業について、市が直接実施するもののほか、次の各号に掲げる方法により実施できるものとする。
(1)　法第１１５条の４７第４項の規定に基づく施行規則第１４０条の６９の規定に適合する者に対する委託による実施
(2)　施行規則第１４０条の６２の３第１項第２号の規定に基づく補助
(第１号事業費用基準額)

第12条　第１号事業介護予防相当サービスに係る費用の額は、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第127号及び平成１８年３月１７日老計初第０３１７００１号・老振発第０３１７００１号・老老発第０３１７００１議号、厚生労省老健局計画・振興・振興・老人保健課長連名通知）の例により算定した費用の額とする。
2　前号以外の第１号事業及び一般介護予防事業に要する費用は、別に市長が定める額とする。
(利用者負担額)

第13条　市長は、法第１１５条の４５第５項に基づき、総合事業の利用者に対し、厚生労働省令に定めるところにより、利用料を請求することができるものとする。
2　第１号事業のうち、訪問型サービス及び通所型サービスの介護予防相当サービスの利用者が負担する額（以下、「利用者負担額」という。）は、第１２条の基準により算定した額の１００分の１０に相当する額とする。ただし、サービス利用者が、第一号被保険者であって法第５９条の２に規定する政令で定めるところにより算定した所得の額が同上に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等である場合にあっては、１００分の２０とする。
3　第１号事業のうち介護予防ケアマネジメント事業に係る利用者負担額は、無料とする。
4　総合事業を利用する際に同条の第１号から第２号以外に実費が生じるときは、その費用は利用者の負担とする。ただし、市長が特に認めるときは、この限りではない。
5　第1項の利用料については、総合事業の各サービスを提供する者が徴収する。
(第１項事業支給費の支給)

第14条　市長は、対象者が指定第１号通所事業者から介護予防通所介護相当サービスの提供を受けた時は、対象者に対し、第１号事業支給費を支給する。
2　第１号事業支給費の額は、次条の規定により算定した費用の額の１００分の９０に相当する額とする。
3　前項の規定にかかわらず、市長は、対象者が受けた介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）又は地域密着型介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）に要した費用の合計額、対象者に係る健康保険法（大正11年法律第70号）第115条第１項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）その他の医療保険各法若しくは高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）に規定するこれに相当する額として介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）で定める額の合計額及び対象者が第１号事業に要した費用その他の費用又は事項を勘案して特に必要があると認める場合においては、前項の規定の適用については、同項中「100分の90」とあるのは「100分の90から100分の100までの範囲内の割合」とすることができる。
4　対象者であって、令第29の2第1項の規定により算定した合計所得金額（以下この項において「合計所得金額」という。）が、令第29条の2第2項に規定する額（以下この項において「基準額」という。）以上である者に係る第1号事業支給費については、第2項中「100分の90」とあるのは「100分の80」と、前項中「100分の90から」とあるのは「100分の80から」とする。ただし、当該者が、介護予防通所介護相当サービスを受けた日に令第29条の2第3項各号のいずれかに該当するときは、当該者に係る合計所得金額は、基準額を下回ったものとみなす。
5　対象者が指定第1号通所事業者からサービスの提供をうけたときは、市長は、当該対象者が指定第1号通所事業者に支払うべきサービスに要した費用について、第1号事業支給費として当該対象者に対し支給すべき額の限度において、当該対象者に代わり、当該指定第1号通所事業者に支払うものとする。
6　前項の規定による支払があったときは、対象者に対し第１号事業支給費の支給があったものとみなす。
7　第１号事業支給費の請求に対する審査及び支払に関する事務は、法第115条の45の3第6項の規定に基づ沖縄県国民健康保険団体連合会に委託して行うものとする。
(支給限度額)

第15条　事業対象者の第１号事業支給費の支給限度額は、要支援１の介護予防サービス費等の区分支給限度額相当とする。
2　前項の規定に関わらず、利用者の状態（退院直後で集中的にサービス利用することが自立支援につながると考えられるような場合等）により、市長が認めた場合は事業対象者のサービス事業支給費の支給限度額は、要支援２の介護予防サービス費等の区分限度額相当とすることができる。
(高額介護予防サービス費等相当事業)

第16条　市長は、介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービスについて、通知別記１第２の（1）イ（オ）③及び④の例により、同（オ）③の高額介護予防サービス費相当事業及び同（オ）④の高額医療合算介護予防サービス費相当事業（以下「高額介護予防サービス費等相当事業」という。）を行うものとする。
2　高額介護予防サービス費等相当事業における支給要件、支給額その他高額介護予防サービス費等相当事業に関して必要な事項は、法施行令第２９条の２の２及び第２９条の３の規定を準用する。
(指導・監督)

第17条　市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、第10条及び11条の規定による指定事業者及び委託を受けて総合事業を実施する者並び補助を受けて総合事業を実施する者に対して、指導及び監査を行うものとする。
2　前項の指定及び監督について必要な事項は、市長が別に定める。
(苦情処理)

第18条　市長は、総合事業の利用者及びその家族からの総合事業に関する苦情等に迅速かつ適切に対応するために、窓口の設置その他必要な措置を講じるものとする。
2　市長は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録するものとする。
3　市長は、総合事業の利用者及びその家族からの苦情等のうち市で対応することができないものについて、その対応を沖縄県国民健康保険団体連合会（国民健康保険法（昭和33年法律第192号））第83条に規定する国民健康保険団体連合会で、同法第84条第1項の規定により沖縄県知事の許可を受けて設立された団体をいう。以下同じ。）に依頼することができる。
4　前項の規定にかかわらず、市長は、第4条第１号及び第２号に掲げる事業の利用者及びその家族からの苦情等のうち市で対応することができないものについて、利用者及びその家族からの申し立てに基づく事業者に対する調査及び指導助言を沖縄県国民健康保険団体連合会に依頼することができる。
5　市長は、第１号事業者に対し、次に掲げる事項を義務付けるものとする。
(1)　前項の規定による市長の依頼を受けて沖縄県国民健康保険団体連合会が行う調査に協力すること。
(2)　沖縄県国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うこと。
(3)　沖縄県国民健康保険団体連合会から前号の改善に改善する報告の求めがあったときは、当該改善の内容を報告すること。
(委任)

第19条　この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この要綱は、平成28年1月4日から施行する。
